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１．会社の現況に関する事項

（１）事業の概況及び成果

≪環　境≫

　当期のわが国経済は、日経平均株価が史上初めて５万円を突破し、雇用・所得環境の改善等によ

り個人消費が持ち直し、緩やかな回復基調で推移する一方で、国内の物価の高騰、国際情勢による

地政学リスクに伴う原材料・エネルギー価格の高止まりや米国の関税措置の影響等により、先行き

が見通せない年となりました。

　航空業界においては、大阪・関西万博の開催によりレジャー需要が大きく押し上げられ、旅客需

要は堅調に推移しましたが、業界全体では人手不足が依然として深刻であり人件費、燃油費などコ

スト増の影響とビジネス需要の減少も重なり、特に国内路線では厳しい収益状況となりました。

≪利用状況≫

　国内線は、羽田便が３年連続で通年１日６往復運航となったことに加え、松江が舞台となった

NHK連続テレビ小説「ばけばけ」の放映による地域への注目度向上も追い風となり、年度を通し

た搭乗者数は631千人（前期比107％）となり、昨年度に続き羽田便就航以来過去最多の搭乗者数を

更新しました。これにチャーター便を加えた国内線全体での搭乗者数は、632千人（同比107％）と

なりました。

　国際線は、８月末で香港便が運休となったものの、５月に台湾便が初めて週２往復で定期的に就

航し、12月には地域待望のソウル便デイリー運航が実現しました。台湾便・ソウル便ともに年間平

均搭乗率が80％を超えるなど旺盛なインバウンド需要に支えられ、年度を通した搭乗者数は136千

人となり、国際線としても就航以来過去最多の搭乗者数を記録しました。

　以上により、国内線と国際線を合わせた合計搭乗者数は768千人（同比117％）となりました。
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路線別乗降客数
当期

乗降客数（人)
前期

乗降客数（人)
対前期比
（％）

東京（羽田) ６３１，２４７ ５９１，１０２ １０７％
国内チャーター ３０７ ６９１ ４４％
国内線合計 ６３１，５５４ ５９１，７９３ １０７％
ソウル ９６，５１８ ５２，１１７ １８５％
香 港 １４，０３９ １３，４１７ １０５％
台 湾 ２５，８０５ ０ －

国際チャーター ０ １，２４３ －

国際線合計 １３６，３６２ ６６，７７７ ２０４％
総 計 ７６７，９１６ ６５８，５７０ １１７％
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≪主な取組事項≫

　当期は、環境変化に柔軟に対応する空港づくりを目標とし、「人財づくり」、「安心・安全・便利

な空港づくり」、「空港・地域の賑わいづくり」の３点を重点施策として取り組んでまいりました。

「人財づくり」

　　物価高が続く中、職員の待遇改善のための賃上げなどの処遇改善を行い、社員エンゲージメン

トの向上を図りました。また健康経営の一環として、境港市と共同で食育研修を行い従業員の

ウェルビーイングの向上を図った他、防犯体制強化の観点から全従業員を対象とした刺股訓練

も実施しました。

「安心・安全・便利な空港づくり」

　　ターミナルビルの長寿命化対策として外壁の更新、電気幹線の架け替え工事、内際旅客の増加

による待合室狭隘化対策を実施した他、利用者の満足度向上を目的としたカードラウンジのソ

ファ・カーペットの交換、宿泊先への手荷物お届けサービスの提供を開始しました。

「空港・地域の賑わいづくり」

　　賑わいの創出を目指し、参加者の評価が高い婚活イベント「空コンin米子鬼太郎空港」（９月）

や地元学生とのコラボレーションイベント「クリスマス学園祭」（12月）、冬季閑散期にメディ

アでも大きく取り上げられた松葉ガニ・紅ズワイガニが当たる「カニ×カニカプセルで運だめ

しⅢ」（２月）などの催事を開催しました。

≪成　果≫

　当期の営業収益合計では、660,384千円（前期比128％）となりました。

　セグメント別にみると、不動産収入が453,526千円（同比113％）、付帯事業収入が58,543千円（同

比121％）、ラウンジ、コンビニ事業の直営店売上高が148,314千円（同比226％）となりました。特

に不動産収入の増加要因は羽田便が就航以来過去最多の搭乗者数となったこと、国際線におけるソ

ウル便のデイリー運航や台湾便の就航により施設使用料収入が増加したこと及び搭乗旅客数増によ

り歩合収入が増加したことによるものです。

　一方で営業費用につきましては、コンビニ事業等に伴う売上原価の増（同比226％）、老朽化した

施設の補修等による維持管理費の増（同比122％）やベースアップ等による人件費の増（同比

133％）により、551,623千円（同比127％）となり、当期の営業利益は108,761千円（同比136％）と

なりました。これに法人税等を加減算した後の税引後当期利益としては74,833千円（同比136％）

となり、過去最高の利益を計上することができました。
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売上高・利益の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円

年　度 ２０２５ ２０２４ ２０２３ ２０２２ ２０２１ ２０２０ ２０１９ ２０１８ ２０１７ ２０１６
売 上 高 ６６０ ５１６ ３８９ ３３４ ３０９ ３００ ５３２ ５４１ ５１６ ４２３
営業利益 １０９ ８０ ２８ １３ ６ △１６ ５３ ９２ ９１ ７８
当期利益 ７５ ５５ ３１ １４ １２ △５ ３７ ４８ ５１ ５６
※2024年10月～コンビニ、ラウンジ事業を子会社から当社に集約

≪対処すべき課題≫

　来期は、世界情勢が引き続き見通せない中でも安定的な収益を確保しつつ、新たな課題への対応

をすべく次の３つの目標を掲げることで社業の持続的発展を図りたいと考えております。

　1 .『安全・安心・便利な空港づくり』

　　　・お客様が空港を安全・安心・便利に利用いただけるようにハード・ソフト両面の高度化を

図る

　　　・鳥取県と相談し駐車場不足の対策を検討・実施する

　2 .『空港・地域の賑わいづくり（交流人口拡大）』

　　　・コンテンツ・スペースを活用し、自治体・学校並びに地元企業などの外部機関との連携に

より交流人口の拡大、地域振興に取り組む

　3 .『人財づくり』

　　　・引き続き、やる気の出る働きやすい職場環境を整備し、スタッフのスキル及びエンゲージ

メントの向上を図る

　航空利用の方々の安全性・利便性はもちろん、地域の皆様が集い賑わい愛される空港を目指し、

役職員一丸となって取り組んでまいる所存であります。株主の皆様方におかれましても、何卒格別

のご理解をいただき、一層のご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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（２）業績の推移

区 分 第　４９　期 第　４８　期 第　４７　期

営 業 収 益 (千円) ６６０，３８４ ５１５，８３１ ３８９，３８３

当 期 純 利 益 (千円) ７４，８３３ ５４，９２５ ３０，９９９

１株当り当期純利益 (円) ５，３４５ ３，９２３ ２，２１４

総 資 産 (千円) １，９８０，６１０ １，８８２，９７１ １，８４３，６８３

（４）株式の状況

　　 （イ）発行可能株式総数　　　　　　　　　　６０，０００株

　　 （ロ）発行済株式の総数　　　　　　　　　　１４，０００株

　　 （ハ）当事業年度末の株主数　　　　　　　　　　　　４３名

　　 （ニ）大 株 主

大 株 主 名
当社への出資状況 当社の大株主への

出 資 状 況 (株)持 株 数(株) 持株比率(％)

ANAホールディングス㈱

鳥 取 県

米 子 市

境 港 市

㈱ 山 陰 合 同 銀 行

４，０００
２，５００
１，２５０
１，２５０
３００

２９
１８
　９
　９
　２

３，０００
な　し

〃

〃

３，０００

（2026年３月３１日現在）

（３）重要な子会社の状況　

２．会社の状況に関する重要事項

（１）主要な設備投資及び資金調達の状況

区 分 内 容 投 資 額 資 金 調 達

建物附属設備
器 具・備 品 他

電気幹線更新 ２７，２５９ 自己資金

放送設備機器更新 １１，２４０ 自己資金

館内ＬＥＤ化工事等 ７，５６２ 自己資金

合　　　　　　計 ４６，０６１

(単位：千円)

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

米子空港サービス㈱ １０万円 １００％ 現在事業活動なし

※将来の新規事業展開及び在り方の検討を行い、１～３年を目途に存廃を判断する。
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（５）当社役員の状況

地　　　位 氏　　　　名 主 た る 職 業

代表取締役社長

専 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役

監 査 役

飯 塚 弘 衛

門 脇 誠 司

伊 木 隆 司

伊 　 達 　 憲 太 郎

遠 藤 俊 樹

坂 　 口 　 平 兵 衞

堀 田 　 收

松 本 有 司

森 田 豊 充

柏 木 祥 二

常勤

常勤

米子市 市長

境港市 市長

鳥取県 政策統轄監

米子商工会議所 会頭

境港商工会議所 名誉会頭

全日本空輸㈱山陰支店 支店長

米子商工会議所 専務理事

境港商工会議所 専務理事

区 分 支給人員(人) 当期支払額(千円) 摘 要

常 勤 取 締 役 ２ ２７，０９９ 取締役報酬限度額　３０,０００千円

合 計 ２ ２７，０９９

（６）取締役、監査役の報酬等の総額

 （非常勤取締役・監査役は無報酬)

 （地位､主たる職業は2026年３月３１日現在)
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貸 借 対 照 表
（２０２６年３月３１日　現在）

資 産 の 部

科　　　目 金　　　額 前期比

【流　動　資　産】 668,163 115％

現 金 ・ 預 金

有 価 証 券

未 収 入 金

商 品

貯 蔵 品

短期前払費用

立 替 金

貸 倒 引 当 金

549,747

44,000

65,386

5,156

2,214

1,430

301

△ 70

【固　定　資　産】 1,312,447 　101％

（有形固定資産） 984,283

建 物

建物附属設備

構 築 物

機械及び装置

器具及び備品等

一括償却資産

736,709

190,090

13,666

20,655

19,740

3,424

（無形固定資産） 0

ソフトウェア 0

（投資その他の資産） 328,164

投資有価証券

関係会社株式

長期前払費用

その他の投資

320,628

125

4,709

2,702

《資　産　合　計》 1,980,610 　105％

負 債 の 部

科　　　目 金　　　額 前期比

【流　動　負　債】 240,297 134％

短 期 借 入 金

未 払 金

未払法人税等

未払消費税等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

56,530

96,462

23,139

16,990

25,469

791

20,916

【固　定　負　債】 307,788 91％

長 期 借 入 金

預 り 保 証 金

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

100,000

14,957

17,934

174,897

《負　債　合　計》 548,085 106％

純 資 産 の 部

【株 主 資 本】 1,432,525 105％

資 本 金

利 益 剰 余 金

 利 益 準 備 金

 その他利益剰余金

　 別 途 積 立 金

　 繰越利益剰余金

150,000

1,282,525

29,510

1,253,015

1,098,000
155,015

《純資産合計》 1,432,525 105％

《負債・純資産合計》 1,980,610 105％

(単位：千円)
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損 益 計 算 書
自　２０２５年４月１日

至　２０２６年３月３１日

(単位：千円)

科　　　　　　　　目 金　　　　　額 前期比

営 業 収 益 660,384　 128％

(不 動 産 収 入)

賃 料 収 入

施 設 使 用 料 収 入

歩 合 収 入

管 理 費 収 入

直 接 費 収 入

(付帯事業収入)

付 帯 事 業 収 入

(売 上 高)

直 営 店 売 上 高

(453,526)
81,827　
213,909　
93,608　
39,319　
24,863　
(58,543)
58,543　

(148,314)
148,314　

営 業 費 用 551,623　 127％

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

89,725　
461,898　

営 業 利 益 108,761　 136％

営 業 外 収 益 2,994　 67％

受 取 利 息 等 2,994　

営 業 外 費 用 760　  80％

支 払 利 息 760 

経 常 利 益 110,995　 133％

特 別 利 益 0　 -

特 別 損 失 0　 -

税 引 前 当 期 純 利 益 110,995　 133％

法 人 税・住 民 税 及 び 事 業 税 36,161　 １26％

当 期 純 利 益 74,833　 136％ 
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株主資本等変動計算書

区 分 前期末残高
（①）

当 期 変 動 額 当期変動額
合　計(②)

当期末残高
(①＋②)当期純利益 剰余金から

準備金への振替
別途積立金
の積立 剰余金の配当

株

主

資

本

資 本 金 150,000 0 0 0 0 0 150,000

利

益

剰

余

金

利益準備金 28,670 0 840 0 0 840 29,510

そ
の
他
利
益
剰
余
金

別途積立金 948,000 0 0 150,000 0 150,000 1,098,000

繰 越 利 益
剰 余 金

239,422 74,833 △ 840 △150,000 △ 8,400 △ 84,407 155,015

利益剰余金合計 1,216,092 74,833 0 0 △ 8,400 66,433 1,282,525

株主資本合計 1,366,092 74,833 0 0 △ 8,400 66,433 1,432,525

純 資 産 合 計 1,366,092 74,833 0 0 △ 8,400 66,433 1,432,525

(単位：千円)

※千円未満は四捨五入にて記載いたしております

自　２０２５年４月１日

至　２０２６年３月３１日
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個 別 注 記 表

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準および評価方法

（１）子会社株式及び関連株式　　移動平均法による原価法

（２）その他の有価証券　　　　　移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準および評価方法

最終仕入原価法による原価法を採用しております。ただし、コンビニ関連の商品について

は、ファストフードを除く一般商品は売価還元法による原価法を採用しております。

３．施設・事務関連貯蔵品：最終仕入原価法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・平成10年４月１日以後に取得した建物（附属設備除く）：旧定額法

・平成19年４月１日以後に取得した建物（附属設備除く）：定額法

・平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備・構築物：定額法

・取得価額10万円以上20万円未満の資産：３年均等償却

上記以外の有形固定資産：定率法又は旧定率法

（２）無形固定資産：定額法

５．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金：債権の貸し倒れによる損失に備えるため、実質的な債権とみなされる部分

の金額に相当する額を算出し、法人税法上の法定繰入率を参考に個々の債権の回収可能性

を勘案して計上しております。

（２）賞与引当金：従業員に対する賞与の支給に備えるため、期末現在の要支給額を計上して

おります。

（３）退職給付引当金：役員及び従業員の退職金の支給に備えるため、自己都合退職による期

末現在の要支給額を計上しております。尚、従業員の退職給付引当金については、期末要

支給額から特定退職金共済制度による積立金を控除し、計上しております。

（４）修繕引当金：長期補修計画対応分の見積額を計上しております。
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発行済株式 前期末株式数 当期末株式数 摘　　　要

普 通 株 式 １４，０００株 １４，０００株 変 更 な し

Ⅲ　株主資本等変動計算書に関する注記

　１．2026年 ３月３１日現在の発行済株式の数

６．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式を採用しております。

Ⅱ　貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却費累計額：2,265,2１１千円

２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務

　当事業年度末に有する金銭債権・金銭債務はございません。

２．配当に関する事項　　

決　　　議 株式の種類 配当金額
１株当り
配当金額

基　準　日 効力発生日

2025年 6月 24日
定時株主総会

普通株式 8,400,000円 600円
2025年
３月 ３１日

2025年
6月 24日
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監査役の監査報告書

監 査 報 告 書

 2026年 4月３0日　

　米子空港ビル株式会社

　代表取締役社長　飯　塚　弘　衛 殿

 監査役　森　田　豊　充　　㊞　

 監査役　柏　木　祥　二　　㊞　

　２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの第４９期営業年度における取締役の職務の

執行を監査しました。その結果につき、以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法と概要

　監査役は、取締役会及びその他の重要な会議に出席する他、取締役等から営業の報告

を聞き、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を実査・立会・

照合を行いました。また、会計帳簿等の調査を行い、計算書類及び附属明細書につき、

検討を加えました。

２．監査の結果

⑴　会計帳簿は、記載すべき事項を正しく記載し、計算書類（貸借対照表、損益計算書､

株主資本等変動計算書及び個別注記表）の記載と合致していると認めます。

⑵　計算書類は、法令及び定款に従い、会社の財産及び損益の状況を正しく示している

ものと認めます。

⑶　事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます｡

⑷　剰余金処分に関する議案は、法令及び定款に適合し、かつ会社の財産の状況、その

他の事情に照らし指摘すべき事項は認められません。

⑸　附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項は認められま

せん。

⑹　取締役の職務遂行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

 以　　　上　

謄本







米子空港ビル


